







































ファー＝サランシック (J. Pfeffer and G. Salancik) の資源依存パースペクテ
ィブが組織間関係の支配的パースペクティブとして提唱された１）。
一方，本稿では，動的，劇的な環境変化のなかで企業の存続・成長を可
































































































































































































































売上高に占める海外比率 ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６
東芝 ％ ５５ ５５ ５８ ５７ ５９
日立 ％ ４３ ４１ ４５ ４７ ４８
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図表８ 東芝と日立 グループを構成する上場企業１ ２０１６年での売上高 比較
東芝持株割合による紐帯 売上高 ２０１６．３ 単位：百万円
P C ５０～ ２０～５０ ～２０ 東芝連結








２，８７５，２７６ ８１６，８９３ ３，９５０ １６２，８０８ ４，０２８，６３９
日立持株割合による紐帯 売上高 ２０１６．３
P C ５０～ ２０～５０ ～２０ 日立連結

























図表８ 東芝と日立 グループを構成する上場企業２ ２０１６年での当期純利益 比較
東芝持株割合による紐帯 当期純利益 ２０１６．３ 単位：百万円
P C ５０～ ２０～５０ ～２０ 東芝連結
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日立持株割合による紐帯 当期純利益 ２０１６．３
P C ５０～ ２０～５０ ～２０ 東芝連結


































図表９ 東芝・日立グループ 紐帯カテゴリー 比較 １９９４年－２０１６年
企業名／年次 紐帯カテゴリー
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７
東芝





２０１６年 １ ２ ２ ３ ８
日立
１９９４年 １ １ ２ ３ ８
社数
２３ ３８
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図表１１ 日立グループ ２０１６年３月末現在 （２０１６年３月３１日現在）
主な製品・サービス











Hitachi Computer Products (America),












































































ストメント，Hitachi America, Hitachi Asia,







































































































































































































































































































































































































Shinsei International Limited（新生インターナショナル） 証券部門
Nippon Wealth Limlted 香港に設立された投資部門
図表１４ みずほ銀行と新生銀行の業績比較
単位：１０億円








































































































































○PT. Bank Mizuho Indonesia
○Mizuho Bank Nederland N.V.
○Banco Mizuho do Brasil S.A.
○Mizuho Bank (USA)
○Mizuho Capital Markets Corporation
◇株式会社オリエントコーポレーション






























































○Mizuho Trust & Banking Co. (USA)















































○Mizuho Securities Asia Limited
○Mizuho Securities USA Inc.

















































































































































図表１７ Costco Wholesale Crop.（米国）の業績 ２０１２年－２０１６年
親企業 Costco Wholesale Corp. ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６
総資産 単位：百万ドル ２６，７６１ ２７，１４０ ３０，２８３ ３３，０２４ ３３，４４０
売上高 単位：百万ドル ８８，９１５ ９９，１３７ １０５，１５６ １１２，６４０ １１６，１９９
当期利益 単位：百万ドル １，４６０ １，７１０ ２，０４０ ２，０５８ ２，３７７




































図表１９ COSTCO 店舗推移 ２０１６年９月末 現在
年 月 所在地 店舗名
１９９９年 ４月 福岡県糟屋郡 久山倉庫店
２０００年 １２月 千葉県千葉市 幕張倉庫店
２００２年 ９月 東京都町田市 多摩境倉庫店
２００３年 ４月 兵庫県尼崎市 尼崎倉庫店
２００４年 １０月 神奈川県横浜市 金沢シーサイド倉庫店
２００７年 ７月 神奈川県川崎市 川崎倉庫店
２００８年 １月 北海道札幌市 札幌倉庫店
４月 埼玉県入間市 入間倉庫店
２００９年 ７月 埼玉県三郷市 新三郷倉庫店
２０１１年 ８月 群馬県前橋市 前橋倉庫店
１２月 京都府八幡市 京都八幡倉庫店
１２月 神奈川県座間市 座間倉庫店
２０１２年 ２月 兵庫県神戸市 神戸倉庫店





２０１４年 ４月 茨城県ひたちなか市 ひたちなか倉庫店
６月 大阪府和泉市 和泉倉庫店

























































































































































































売上高 ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６




























当期純利益（税引後） ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６























売上高当期純利益率 ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６






























○7―Eleuen, Inc. ○株式会社ロフト ○株式会社ヨークベニマル
○セブンーイレブン（中国）



























成都有限公司 ○株式会社ごっつお便 ○株式会社ヨークマート ○株式会社セブン＆アイ出版
○SEVEN-ELEVEN
HAWAII, INC.
○株式会社地域冷暖房千葉 ○株式会社サンエー ○株式会社 IY リアルエステート



































ATM 設置 商品供給等 ATM 設置 ATM 等設置
リース リース リース
不動産賃貸等 ATM 設置等 不動産賃貸等 リース等 不動産賃貸等
金融関連事業
○株式会社セブン銀行（注２）○株式会社セブン・フィナンシャルサービス ○株式会社セブン・カードサービス
○株式会社セブン CS カードサーピス ○株式会社セブン＆アイ・フィナンシャルセンター
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１０） 東芝 Web サイト情報（２０１６年９月３０日時点）
１１） 東芝『四半期報告書』（２０１５年７月－９月），６１頁，同『四半期報告書』
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日，２７日，３０日付。
１３）「興銀・一勧・富士銀，世界最大金融グループに」『日本経済新聞』１９９９年
８月１９日付，「産業界の反響」「海外メディア，大型再編に強い関心」「３行
格付け引き上げへ・ムーディーズ見直し」『日本経済新聞』１９９９年８月２０日
付
１４）「みずほシステム障害／預金者の約１割が口座解約などの行動」『毎日新
聞』２００２年６月１１日付
１５）「NEWS 新生銀，赤字１，４０１億円 不良債権拡大，社長交代へ」『共同通
信』２０１０年５月１０日
１６）“新生銀「脱公的資金」へ背水 成長戦略づくり急務”『日本経済新聞』
２０１５年３月２６日付，“新生銀，曲折の社長交代劇「第一勧銀組」の処遇に焦
点”『週刊ダイヤモンド編集部』ダイヤモンドオンライン，２０１５年４月８日
付
１７）「新生銀にセブン銀 ATM 大手初，海外カードに対応」『日本経済新聞電
子版』２０１４年９月１０日付
１８）「石川・富山に「同時開業」，コストコ，高速道路で広域集客，会員制，福
井県も商圏」『日本経済新聞』２０１５年８月１４日付
成城・経済研究 第２１８号 （２０１７年１２月）
― ―３７２
１９）「コストコ，巻き返しなるか」『日本経済新聞』２０１６年８月１７日付
２０）“イトーヨーカ堂，中国１号店を四川省成都に開店初年度８０億円目指す”
『日本食糧新聞』１９９７年１２月１日付
２１）“イトーヨーカ堂がネットスーパー参入，最短３時間で配達”『日本食糧新
聞』２００１年２月２８日付
２２）“売る技術光る戦略ヨーカ堂「アリオ松本」に”百貨店”，品ぞろえ差異化
で平日集客”『日経 MJ』２０１２年１月２５日付
２３）「事業構造改革について」(PDF)『セブン＆アイ HLDGS』２０１５年１０月８
日，「グループ成長戦略と事業構造改革について」(PDF)『セブン＆アイ
HLDGS』２０１６年３月８日付
Web サイト
東芝 Web サイト「不適切会計問題への対応について」『週刊東洋経済』２０１５．６．１３
号 http://www.toshiba.co.jp/about/info?accounting/index_j.htm（最新参照２０１６
年６月）
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